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Ⅰ．調査結果の概要

１．住宅用地完成面積

（１）総数

（２）住宅用地種類別

（単位：千㎡、％）
住 宅 用 地 種 類 　面　　積　 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３１，６５０ ▲　９．８ １００．０

　一団地の住宅用地　 １１，９２７ ▲　１０．８ ３７．７
　小規模開発の住宅用地　 １６，４８９ ▲　１２．１ ５２．１
　再開発的な住宅用地　 ３，０２８ 　　１１．２ ９．６
　別荘用地　 ２０６ ▲　１０．２ ０．７

（３）発注者別

（単位：千㎡、％）
発　　注　　者 　面　　積　 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３１，６５０ ▲　９．８ １００．０

民　　　　　間 ２６，３３２ ▲　１０．６ ８３．２
公　　　　　共 ５，３１９ ▲　５．４ １６．８

　平成１６年度の住宅用地完成面積は３１，６５０千㎡（前年度比　９．８％減

少）となり、６年連続の減少となった。

　一団地の住宅用地は１１，９２７千㎡（前年度比　１０．８％減少）で６年連

続の減少、小規模開発の住宅用地は１６，４８９千㎡（同　１２．１％減少）で

２年連続の減少、再開発的な住宅用地は３，０２８千㎡（同　１１．２％増加）

で前年の減少から再び増加、別荘用地は２０６千㎡（同　１０．２％減少）で昨

年の増加から再び減少となった。

　民間は２６，３３２千㎡（前年度比　１０．６％減少）で８年連続の減少、公

共は５，３１９千㎡（同　５．４％減少）で６年連続の減少となった。構成比で

は、民間８３．２％、公共１６．８％の割合となっている。

注） 四捨五入の関係で各項目の合計は必ずしも合計と一致しない（以下同じ）。

図－１　最近３年の面積の推移
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２．工事件数

（１）総数

（２）住宅用地種類別

（単位：件、％）
住 宅 用 地 種 類 工 事 件 数 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ２７，２６１ ▲　１３．８ １００．０

　一団地の住宅用地　 ２８８ ▲　７．１ １．１
　小規模開発の住宅用地　 ２３，５２３ ▲　２０．０ ８６．３
　再開発的な住宅用地　 ３，１７６ 　　８８．０ １１．７
　別荘用地　 ２７４ 　　２７．４ １．０

（３）発注者別

（単位：件、％）
発　　注　　者 工 事 件 数 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ２７，２６１ ▲　１３．８ １００．０

民　　　　　間 ２５，５５１ ▲　１４．２ ９３．７
公　　　　　共 １，７１０ ▲　６．３ ６．３

　一団地の住宅用地は２８８件（前年度比　７．１％減少）で７年連続の減少、小規

模開発の住宅用地は２３，５２３件（同　２０．０％減少）で２年連続の減少、再開

発的な住宅用地は３，１７６件（同　８８．０％増加）で３年連続の増加、別荘用地

は２７４件（同　２７．４％増加）で前年の減少から再び増加となった。

　民間は２５，５５１件（前年度比　１４．２％減少）で２年連続の減少、公共は

１，７１０件（同　６．３％減少）で３年連続の減少となった。構成比では、民間９

３．７％、公共６．３％の割合となっている。

　総工事件数は２７，２６１件（前年度比　１３．８％減少）で、２年連続の減少と

なった。

図－２　最近３年の件数の推移
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３．工事１件当たりの完成面積

（１）総数

（２）住宅用地種類別

（単位：㎡、％）

住 宅 用 地 種 類
工事１件当たり
の完成面積

前 年 度 比

全　　　　　体 １，１６１ ４．６

　一団地の住宅用地　 ４１，４１４ ▲　４．０
　小規模開発の住宅用地　 ７０１ ９．９
　再開発的な住宅用地　 ９５３ ▲４０．９
　別荘用地　 ７５３ ▲２９．５

（３）発注者別

（単位：㎡、％）

発 　 注　  者
工事１件当たり
の完成面積

前 年 度 比

全　　　　　体 １，１６１ ４．６

民　　　　　間 １，０３１ ４．２
公　　　　　共 ３，１１０ ０．９

　一団地の住宅用地は４１，４１４㎡（前年度比　４．０％減少）で前年の

増加から再び減少、小規模開発の住宅用地は７０１㎡（同　９．９％増加）

で２年連続の増加、再開発的な住宅用地は９５３㎡（同　４０．９％減少）

で２年連続の減少、別荘用地は７５３㎡（同　２９．５％減少）で前年の増

加から再び減少となった。

　民間は１，０３１㎡（前年度比　４．２％増加）で２年連続の増加、公共

は３，１１０㎡（同　０．９％増加）で３年連続の増加となった。

　工事１件当たりの完成面積は１，１６１㎡（前年度比　４．６％増加）

で、２年連続の増加となった。

図－３　最近３年の１件当たりの完成面積の推移
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４．地域別

（１）地域ブロック別

　住宅用地完成面積を地域ブロック別にみると、以下のようになった。

（単位：千㎡、％）
 　地 　域  名　 　面 　 積 前 年 度 比 構 成　比 

合　　　  計 ３１，６５０ ▲ ９．８ １００．０
北　 海　 道 ９５１ ▲　４８．６ ３．０
東　　　  北 ２，８０７ ▲　１９．７ ８．９
関        東 １０，６７２ ▲　２．３ ３３．７
北        陸 ２，０９４ 　　１０．６ ６．６
中        部 ３，５５８ ▲　１０．８ １１．２
近        畿 ５，７４４ ▲　１９．３ １８．１
中        国 １，４１９ ▲　１９．１ ４．５
四        国 ９８０ ▲　１３．３ ３．１

九 州 ・ 沖 縄 ３，４２６ 　１７．１ １０．８

（２）圏域別

（単位：千㎡、％）
圏 　域  名 　面 　 積 前 年 度 比 構 成　比(※)
合　　　  計 １３，４７０ ▲ ５．０ ４２．６
首　 都　 圏 ７，５９５ ▲　２．０ ２４．０
中　 部　 圏 １，７３３ ▲　３．６ ５．５
近　 畿  圏 ４，１４２ ▲ １０．４ １３．１

（地域区分については、<参考>Ⅱ．用語の定義を参照）

　「大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法」（以

下、「大都市法」という。）による大都市地域について、圏域別に完成面積をみ

ると、首都圏は７，５９５千㎡（前年度比　２．０％減少）で２年連続の減少、

中部圏は１，７３３千㎡（同　３．６％減少）で３年ぶりの減少、近畿圏は４，

１４２千㎡（同　１０．４％減少）で前年の増加から再び減少となっている。

※全国を１００．０％とした構成比を示す。

図－４　最近３年の面積の推移
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